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額は、高くても３００万円程度が一般的であるから、本件では極めて高額であって注目される。更に注目されるのはその内容であり、２点を指摘しておきたい。１点は、総額の半分以上である約１６６６万円については イオンが報道を受けて各紙に掲載した社告及び意見広告 掲載費用であり、こうした費用と名誉毀損との相当因果関係が認められたということである。自力での名誉回復措置を った場合につい も一定の範囲で賠償を求めるこ ができるということであれば報道機関による大企業批判へ 影響がありそうである。
第二は、非財産的損害に限っても６０


















































滅を図ったという事実を、警察が逮捕状を請求する際の書類の記載から情報を得、それ 警視庁幹部に「当てて」否定されなかったことを理由に報道に踏み切ったのであるが、それ以上の裏付け取材がなく誤信相当性がないとされた。高裁判決も同様であった。捜査幹部 あうんの呼吸によって取材を進め 手法のあり方を問う のと言えよう
いわゆるＰＣ遠隔操作事件において、









































































































































入ってすぐ、 注目すべき判断が現れた。 新書 『日本会議の研究』で言及された元日本会議関係が名誉毀損に基づいて差し止めを求めた仮処分申し立てについ 、東京地裁は
17年１月６日、
同書のうち１行程度の部分を削除・抹消しない限り 販売等を禁止する旨の決定を行った。事前差し止めに関する北方ジャーナル事件判決（最高裁１９８６年６月
11日）の基準を基
礎としつつ、本人がもはや日本会議関係者 はなく公人でもないことを理由 同基準を緩和したもので、論議を呼びそうである。
